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３．月額所得の計算方法   ※令和 7 年分以後の計算方法を掲載しています。 

控除一覧表  

控除名 控除対象者 控除額 

① 給与所得者等
控除 

 

入居者又は同居者のうち給与所得または公的年金等に係る雑所得を有

する方 

１０万円を限度

にその人の所得

額分を控除 

② 同居者控除 同居者 一人につき 

３８万円 

③ 同居外扶養親

族控除 

同居者以外の扶養親族 １人につき 

３８万円 

④ 老人控除対象

配偶者老人扶
養親族控除 

控除対象配偶者のうち年齢７０歳以上の者及び扶養親族のうち年齢が

７０歳以上の方 

１人につき 

１０万円 

⑤ 特定扶養親族

控除 

扶養親族のうち年齢が１６歳以上２３歳未満の方 

（ただし、配偶者を除きます） 

１人につき 

２５万円 

⑥ 障害者控除 入居者、同居者又は同居外扶養親族のうちア～エのいずれかに該当す
る方 

 

１人につき 

２７万円 

⑦ 特別障害者 
控除 

 

入居者、同居者又は同居外扶養親族のうちア～オのいずれかに該当す
る方 

 

１人につき 

４０万円 

⑧ ひとり親 

控除 
 

入居者又は同居者で婚姻をしていない又は配偶者が生死不明で子 

（同一生計、所得 58 万円以下で、他者の同一生計配偶者等でない）
がおり、合計所得金額が 500 万円以下である方（事実婚は対象外）  

３５万円を限度

にその人の所得

額分を控除 

⑨ 寡婦控除 
 

入居者又は同居者で⑧のひとり親に該当せず、以下のア、イのいずれ
かに該当する方（事実婚は対象外） 

 

２７万円を限度

にその人の所得

額分を控除 

※扶養親族とは  入居者と生計同一である者のうち、合計所得金額が 58 万円以下の方 
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《所得の見方》 

１）前年１月１日から勤務先・事業に変わりがない方 

  給与所得者の方は           の金額となります。 

 
 
２）事業所得の方、２種類以上の所得のある方（２か所以上で給与をもらっている方） 

  確定申告書の控えの所得金額の合計欄           になります。
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３）所得証明書の場合は         の金額となります。 

 

４）前年１月２日以降に勤務先・事業が変わった方 

 

①給与所得者の方 

《就職から１年を経過している場合》 

《就職から１年を経過していない場合》 
     

 
給与所得計算表(①より)     
      

給与の収入金額 
1 年分の合計 

Ａ 
円 

 

 

○Ａの金額が 円以下の方は次の表で計算します。 

Ａの金額 給与所得の金額 

 

 

 

 

 

 

年度　　市・県民税課税（所得）証明書

収入・所得は    年１月１日から    年１２月３１日までの状況です。

雑損
医療費 調整控除
社会保険料 配当控除
小規模企業 住宅借入金等特別控除
生命保険料 寄付金控除
地震保険料 外国税額控除
配偶者 所得割調整額
（控除対象配偶者：無） 配当割・株譲渡割控除
配偶者特別 以下余白
一般扶養 人
特定扶養 人
老人扶養 人

(内,同居 人)
扶養障害（特別） 人

(内,同居 人)
扶養障害（その他） 人
基礎

障害者
寡婦・ひとり親
勤労学生

(内，専従者給与)

以下余白

（   ） 第        号
上記のとおり相違ないことを証明します。

年  月  日
この証明書にはすかし等の不正防止処置を施してあります。

合計所得金額

均 等 割 額

所 得 割 額

住
所
氏
名

所

得

内

訳

生年月日 年  月  日

所 得 控 除 合 計

(注)この項目は、証明書の提出先において
使用する場合があります。年 税 額

税
額
内
訳

市 民 税 県 民 税
指定都市以外の標準税率により算出した額(注)

市 民 税 県 民 税

市 長

給 与 収 入

公 的 年 金 収 入

税
額
控
除
の
内
訳

〔本人該当項目〕

備

考

所

得

控

除

の

内

訳

課

税

標

準

額
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②事業主の方 

《事業開始から１年を経過している場合》 

《事業開始から１年を経過していない場合》 

 

③年金を受給している方 

年金の源泉徴収票・年金額の改定通知書の金額、または振込通知書の金額を６倍した額が 

年金の収入金額になります。 

 

年金所得の計算表 

年齢 年金の収入金額 所得金額 

 

 

  

○Ａの金額が 円から 6,599,999 円の方は次の表で計算します。 

Ａ÷４ Ｂ 

   
Ｂの金額 給与所得の金額 

 
 
○Ａの金額が 円以上の方は次の表で計算します。 

Ａの金額 給与所得の金額 
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○ 計算の対象とならない収入 

下記については収入から除外されます。 

・ 障害年金、遺族年金等(所得税法上の非課税年金） 

・ 生活保護の扶助費、退職一時金、雇用保険の失業手当、休業補償、傷病手当、仕送り等 

 

○ 休業・休職期間のある方 

前年１月２日以降に休業・休職により、無収入の期間がある場合には、復業・復職の翌月か

らの収入を１年分に換算して計算します。 

 

 

《 月額所得の計算例 》 

 

１ 所得額を合計します。 

※ 前年の所得に対する所得証明書の発行されない時期（１月～６月）に申込む場

合は源泉徴収票を確認してください。 

 

２ 控除額を算出します。 

控除名 控除額 

① 給与所得者等控除 10 万円×( 2)人＝   20 万円 

② 同居者控除 38 万円×(  3 )人＝    114 万円 

③ 同居外扶養親族控除 38 万円×(    )人＝       万円 

④ 老人控除対象配偶者 

老人扶養親族控除 

10 万円×(    )人＝       万円 

⑤ 特定扶養親族控除 25 万円×(  1 )人＝     25 万円 

⑥ 障害者控除 27 万円×(    )人＝       万円 

⑦ 特別障害者控除 40 万円×(    )人＝       万円 

⑧ ひとり親控除 35 万円以下で、その方の所得金額 

             万円 

⑨ 寡婦控除 27 万円以下で、その方の所得金額 

万円 

合  計              159 万円…Ｂ 

 

３ 月額所得を算出します。【（Ａ－Ｂ）÷ １２ 】 

 

＝ 99,988 円 
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５）収入基準の年収換算表   

収入基準を所得者が１人として年間総収入金額（税込）に換算すると収入の区分に応じて

概ね以下のとおりとなります。（入居申込者及び同居者に２人以上の給与所得者がいる場合や、

同居者控除及び同居外扶養親族控除以外の控除の対象となる場合は異なってきます。） 

 

● 給与所得者の場合（源泉徴収票の支払金額欄です。） 

 区分 
同居者及び同居外の扶養親族数（入居申込者を除く） 

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 

年
間
収
入
□
円
□ 

原
則
階
層 

裁
量
階
層 

 

● 事業所得者の場合（確定申告書の所得金額欄です） 
 

 区分 
同居者及び同居外の扶養親族数（入居申込者を除く） 

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 

年
間
収
入
□
円
□ 

原
則
階
層 
裁
量
階
層 

 

  


